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敦賀地域における対応体制について
（案）

資料

令和５年３月２９日

福井エリア地域原子力防災協議会
敦賀地域分科会



福井県及び関係市町の対応体制

福井県原子力災害警戒本部

関西広域連合
（情報収集体制）

滋賀県災害警戒本部

岐阜県原子力災害警戒体制

 福井県及び関係市町は、警戒事態で原子力災害警戒本部等を設置。その後、事故の状況等に応じ
て災害対策本部を設置。

 災害警戒本部等では、要員参集、情報収集・連絡体制の構築、住民等に対する情報提供をはじめ、
PAZにおける施設敷地緊急事態要避難者の避難準備を開始。

 警戒事態に至らないような事故などが発生した場合においても、県は地域住民の安全を守る立場
から、迅速に対応。

オフサイトセンター

（福井県敦賀オフサイトセンター）
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福井県原子力災害警戒本部

小浜市原子力災害警戒本部
おばまし

オフサイトセンター
（福井県敦賀オフサイトセンター）

代替オフサイトセンター
（福井県大飯オフサイトセンター）

代替オフサイトセンター
（福井県生活学習館）

代替オフサイトセンター
（福井県高浜オフサイトセンター）

敦賀市原子力災害警戒本部
つるがし

福井県美浜オフサイトセンター

若狭町原子力災害警戒本部
わかさちょう

越前市原子力災害警戒本部

南越前町原子力災害警戒本部
みなみえちぜんちょう

えちぜんし

越前町原子力災害警戒本部
えちぜんちょう

美浜町原子力災害警戒本部
みはまちょう

PAZ

UPZ

ふくいけんつるが

ふくいけん おおい

ふくいけんたかはま

ふくいけん みはま

ふくいけん

ふくいけん

ふくいけんつるが

ふくいけん

しがけん

ぎふけん

ふくいけん

ふく い けん

鯖江市原子力災害警戒本部
さばえし

池田町原子力災害警戒本部
いけだちょう

福井市原子力災害警戒本部
ふくいし



滋賀県、長浜市及び高島市の対応体制

オフサイトセンター

（福井県敦賀オフサイトセンター）

滋賀県災害警戒本部

岐阜県原子力災害警戒体制

関西広域連合
（情報収集体制）

たか しま し 滋賀県、長浜市及び高島市は、警戒事態で災害警戒本部を設置。その後、事故の状況等に応じて

災害対策本部を設置。

 災害警戒本部では、要員参集、情報収集・連絡体制の構築、住民等に対する情報提供を実施。
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福井県原子力災害警戒本部

高島市災害警戒本部

なが はま し たか しま し

代替オフサイトセンター

（福井県高浜オフサイトセンター）

滋賀県災害警戒本部

オフサイトセンター
（福井県敦賀オフサイトセンター）

代替オフサイトセンター

（福井県生活学習館）

長浜市災害警戒本部

PAZ

UPZ

代替オフサイトセンター

（福井県大飯オフサイトセンター）

し が けん

しがけん ながはまし たかしまし

ふくいけんつるが

ふくいけんおおい

ふくいけんたかはま

ふくいけん

たかしまし

ながはまし

しがけん

ふくいけんつるが

しがけん

ぎふけん

ふくいけん



岐阜県及び揖斐川町の対応体制

 岐阜県及び揖斐川町は、警戒事態に該当する事象が発生した場合に、原子力災害警戒体制に移行。その後、事故

の状況等に応じて原子力災害警戒本部、災害対策本部を設置。

 原子力災害警戒体制では、要員参集、情報収集・連絡体制の構築、関係機関等に対する情報提供を実施。

オフサイトセンター

（福井県敦賀オフサイトセンター）

関西広域連合
（情報収集体制）

岐阜県原子力災害警戒体制

滋賀県災害警戒本部
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オフサイトセンター
（福井県敦賀オフサイトセンター）

揖斐川町原子力災害警戒体制

福井県原子力災害警戒本部

い び がわ ちょう

代替オフサイトセンター

（福井県大飯オフサイトセンター）

代替オフサイトセンター

（福井県高浜オフサイトセンター）

代替オフサイトセンター

（福井県生活学習館）

岐阜県原子力災害警戒体制

PAZ

UPZ

ぎ ふ けん

ぎふけん いびがわちょう

ふくいけんつるが

ふくいけんおおい

ふくいけんたかはま

ふくいけん

いびがわちょう

ぎふけん

ふくいけんつるが

ふくいけん

しがけん

ぎふけん



国の対応体制
 敦賀市において震度５弱以上の地震の発生を認知した場合（警戒事態の前段階から）、原子力規制庁及び内閣府（原子力防災担当）

の職員が参集し、福井県敦賀ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ（OFC）及び原子力規制庁緊急時対応ｾﾝﾀｰ（ERC）に原子力規制委員会・内閣府合同情報
連絡室を立ち上げ、情報収集活動を開始。

 警戒事態に至った場合、原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同警戒本部を設置し、現地への要員搬送や緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの準備
を開始。

 施設敷地緊急事態に至った場合、原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同対策本部の設置及び関係省庁事故対策連絡会議を
開催し対応。また、内閣府副大臣及び国の職員を現地ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ等へ派遣。

 全面緊急事態に至った場合、原子力災害対策本部及び原子力災害現地対策本部を設置するとともに、国・県・市町等のﾒﾝﾊﾞｰからなる
合同対策協議会を開催し、相互協力のための調整を行いつつ対応。

原子力事業者

住民

関係市町

防護措置の指示
住民広報
避難誘導 等

関係県
現地本部

緊急時モニタリングセンター

関係市町
連絡員

・異常事態の通報義務
・要員派遣

原子力災害現地対策本部
本部長：内閣府副大臣

関係省庁要員が緊急時に参集

原子力災害対策本部
本部長：内閣総理大臣

副本部長：内閣官房長官、原子力防災担当大臣、
原子力規制委員会委員長 他

関係県

原子力災害対策
本部等

被災者の
救援等の支援

要請

住民広報や避難計画等に基
づき避難・屋内退避等を実施

○実動組織（警察、消防、海上保安庁、自衛隊）
○指定公共機関（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 等）

福井県敦賀オフサイトセンター（敦賀市）

合同対策協議会

合同対策協議会により、必要な情報共有と応急対策を実施
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つるがし

緊急事態応急対策活動

ふくいけん

つるがし

つるが

ふくいけん つるが
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